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附則

　　　第１章　　総則

（目的）

第1条 この要綱は、本市が行う緑を豊かにする事業の推進について基本的な事

　項を定めることにより、緑の保全および緑化を図り、もって良好な市民生活を

　保持することを目的とする。

（事業の周知）

第2条 市長は、緑を豊かにする事業の実施にあたっては、市民および事業者に

　その内容を周知するとともに、理解と協力を得るよう努めなければならない。

　　　第２章　緑を守る事業

（保護地区等）

第3条 市長は、自然環境を保護するため、別表第１に定める基準により、保護

　すべき地区および保護すべき樹木（以下「保護地区等」という。）を当該保護

　地区等の所有者または管理者（以下「所有者等」という。）の同意を得て、保

　護地区等として指定することができる。

２　市長は、前項の基準に該当しないものであっても、自然環境を保護するため

　特に必要があると認めるときは、所有者等の同意を得て保護地区等として指定

　することができる。

３　前２項の規定は、国または他の地方公共団体の所有または管理に係る樹木ま

　たはその集団については、適用しない。
（保護地区等の申請）

第4条 保護地区等の指定を受けようとする者は、保護地区等指定申請書に関係書類
を添えて市長に提出しなければならない。
（保護地区等の指定）

第5条 市長は、前条の規定による申請があったときは、現地の調査確認を行い、

　適当と認めたものに対して保護地区等として指定するものとする。

２　市長は、前項の規定により保護地区等として指定を決定したときは、保護地

　区等指定通知書により申請者に通知しなければならない。
（協定書の締結）

第６条　市長は、前条第２項の規定により通知をしたときは、保護地区等指定協

　定書により所有者等との間に協定を締結しなければならない。

（保護地区等の管理）

第7条 　第５条の規定により保護地区等の指定を受けた所有者等は、当該保護地

　区等の自然環境を良好に保全するよう管理しなければならない。

（標識の設置）

第8条 　市長は、保護地区等として指定したとき、当該所在する土地に保護地区

　等指定標識を設置しなければならない。

（台帳の作成）

第9条 　市長は、保護地区等を指定したときは、保護地区等指定台帳を作成し、これ
を保管しなければならない。

（行為の届出）

第10条　保護地区等において、次の各号に掲げる行為をしようとする者は、保

　護地区等行為届出書に関係書類を添えて市長に提出しなければ

　ならない。

（1）樹木等の伐採または移植

（2）建築物その他工作物の新築、改築または増築

（3）宅地の造成、土地の開墾その他土地の形質変更

（4）土石類の採取

（5）その他自然環境に重大な影響を与える恐れがある行為

２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる行為については、同項の規定は適

　　用しない。

（1）交通その他安全上障害となる樹木等の伐採

（2）非常災害のために行う応急措置

（3）その他市長がやむを得ないと認めた行為

（指定の変更および解除）

第11条　市長は、保護地区等が次の各号のいずれかに該当したときは、保護地

　　区等指定変更（解除）通知書により、指定の変更または解除の

　　通知をしなければならない。

（1）国または他の地方公共団体が所有または管理するに至ったとき。

（2）樹木が枯死または滅失等により、その指定の理由が消滅したとき。
（3）公益上の理由その他特別の理由があると認めるとき。

２　所有者等は、保護地区等の指定の変更または解除を受けようとするときは、保

　　護地区等指定変更（解除）申請書により市長に申請することがで

　　きる。

３　市長は、前項の規定により申請を受けたときは、内容を審査し、その適否を決

　 定し、保護地区等変更（解除）決定通知書により所有者等に通

　 知するものとる。
（調査確認）

第12条　この要綱に基づき現地の調査確認を行う者は、その身分を示す証明書を
携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

第３章　緑をふやす事業

（緑化義務）

　第13条　市長は、市が設置または管理する道路、公園、学校、保育所その他の公

　　共用地について、樹木、草花を植栽する等その緑化に努めなければならない。

２　市民は、その居住する地域の緑化に努めなければならない。

３　土地の所有者または管理者は、その所有または管理する土地の緑化に努めなけ

　　ればならない。

４　工場もしくは事業所を設置している者または設置しようとしている者は、その

　敷地内に緑地を確保するとともに、樹木、草花を植栽する等緑化に努めなければ

　ならない。

５　開発行為をしようとする事業者は、当該区域内の自然環境を保全し得る開発計

　　画を策定するとともに、その区域内の緑化に努めなければならない。

（事業の種類等）
第14条　緑をふやす事業の種類および緑化基準は、別表第２のとおりとする。

（緑化協定）

第15条　市長は、工場、事業所の長または地域の代表者との間に、当該工場、事

　　業所または一定地域の緑化推進に関し、緑化協定を締結することができる。

（助言等）

第16条　市長は、所有者等および開発行為を行う事業者に対して、緑化のため必

　　要な助言または指導をすることができる。

第４章　緑の知識を広める事業

（事業の種類）
第17条　緑の知識を広める事業の種類は、別表第３のとおりとする。

（みどりの指導員）
第５章　事業の奨励

（奨励金）

　第18条　市長は、緑を豊かにする事業の推進を図るため、別表第４に定めるとこ

　ろにより、必要と認めたときは、予算の範囲内で緑を豊かにする奨励金（以下「奨

　励金」という。）を交付することができる。

（奨励金の交付）

　第19条　前条の奨励金の交付を受けようとする者は、緑を豊かにする奨励金交付

　　申請書に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による申請があったときは、現地の調査確認を行い、適当

　　と認めるものに対して、緑を豊かにする奨励金交付決定通知書（第13号様式）により、申請者に通知するものとする。

（奨励金の返還）

　第20条　市長は、奨励金の交付を受けた者に、奨励金交付の目的に反する行為が

　　あると認めたときは、奨励金交付の決定を取り消し、奨励金の全部または一部の

　　返還を求めることができる。

　　　附　則

　この要綱は、公表の日から施行する。

　　　附　則（昭和56年告示第84号）

　この要綱は、公表の日から施行する。

　　　附　則（平成２年告示第48号）

　この要綱は、平成２年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成５年告示第29号）

１　この要綱は、平成５年４月１日から施行する。

２　改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使

用することができる。

　　附　則(平成15年告示第207号)

この要綱は、公表の日から施行する。
附　則(平成24年告示第68号)
（施行期日）

１　この要綱は、平成24年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要綱の施行の際、現に第５条第１項の規定に基づき指定している保護地区等については、改正後の別表第１の規定は、適用しない。
３　この要綱の施行の際、現に第６条の規定に基づき締結している協定書に係る保護地区等については、当該協定書の協定の期間に限り、改正後の別表第４の規定は、適用しない。
　　　附　則(令和２年告示第321号)
１　この要綱は、令和２年７月１日から施行する。
２　この要綱による改正後の別表第１の規定は、この要綱の施行の日以後の保護地区等の指定について適用し、同日前に第５条第１項の規定に基づき指定している保護地区等については、なお従前の例による。
　　　附　則(令和３年告示第234号)
　　この要綱は、公表の日から施行する。
附　則（令和８年告示第１号）
１　この要綱は、公表の日から施行する。
２　この要綱による改正後の別表第１の規定は、この要綱の施行の日以後の保護地区等の指定について適用し、同日前に第５条第１項の規定に基づき指定している保護地区等については、なお従前の例による。

別表第１（第３条関係）

	　　　　種類
	　　　　　　　　　　　指定基準

	自然環境保護地区
	　自然環境が良好に保全されている森林、草原もしくは河川

の区域またはこれらに類する自然環境の良好な区域で、土地

の面積が500平方メートル以上の区域

	ふるさとの森
	　自然環境が良好に保全されている城跡、古墳、鎮守の森、

寺院等を含む区域で、土地の面積が500平方メートル以上の区域

	斜面緑地保存地区
	　都市緑地として重要な斜面を有する区域で、土地の面積が

2,000平方メートル以上の区域

	野生動植物保護地区
	　特定の野生動植物の保護のため特に必要とする区域で、土地の面積が500平方メートル以上の区域

	保護樹林
	　集団に属する樹木が健全で、かつ、その集団の樹容が美観上特に優れているもので、土地の面積が1,000平方メートル以上のもの。

	保護樹木
	　樹木が健全で、かつ、樹容が美観上特に優れているもので、

次のいずれかに該当するもの。

（1）1.5メートルの高さにおける幹の周囲が1.5メートル以上あること。

（2）高さが15メートル以上あること。

（3）株立ちした樹木で、高さが３メートル以上であること。

（4）はん登性樹木で、枝葉の面積が30平方メートル以上

　 であること。

	保存生垣
	生垣をなす樹木の集団で、美観上特に優れているもので、次のいずれにも該当するもの

（1）道路法（昭和27年法律第180号）第２条第１項に規定する道路又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条(同条第１項第３及び第４号を除く。)に規定する道路に接していること。

（2）長さが連続して15メートル以上あること。

（3）高さが１メートル以上（塀等により生垣の一部が隠れ
ている場合にあっては、当該塀等の上部から0.6メート
ル以上）あること。
(4)　生垣が密に繁茂し、背後が遮蔽されている状態であること。ただし、交通の妨げとなる場合は、この限りでない。


　備考　保護地区等の重複指定は、原則として行わないものとする。
別表第２（第14条関係）

	　　　　種別
	　　　　　　　　　　　緑化基準

	公共施設緑化
	　公園、学校等の公共施設に樹木等を植栽し、その敷地面積の10パーセント以上を緑化する。

	街路緑化
	　歩道幅員3.5メートル以上に樹木等を植栽し、緑化を形成する。

	地域緑化
	　地区ごとに緑化協定区域を定め、市民参加の中で都市緑化を推進する。緑化協定期間は、５年以上30年未満とする。

	公共空閑地の緑化
	　河川敷、水路敷、農道等公共空閑地の緑化を推進する。

	都市空閑地の緑化
	　上記以外の土地で、周辺の緑化状況から必要な都市空閑地の緑化を推進する。


別表第３（第17条関係）

１　緑化祭の開催

２　緑化樹木又は苗木の無償配布

３　緑の保全と緑化推進説明会の開催

４　緑化協定の区域指定と植栽樹木の指定

別表第４（第19条関係）

	　　　　種別
	　　交付対象者
	　　　　　　交付額（年額）

	自然環境保護地区奨励金
	当該土地の所有者等
	１平方メートルにつき　18円

	ふるさとの森奨励金
	
	

	斜面緑地保存地区奨励金
	
	

	野生動植物保護地区奨励金
	
	

	保護樹林奨励金
	
	

	保護樹木奨励金
	当該樹木の所有者等
	１本（株）につき　4,500円

	保存生垣奨励金
	当該生垣の所有者等
	１メートルにつき　180円


備考　この表の規定に基づき算出した保存生垣奨励金の交付額が18,000円

　　　を越えるときは、当該交付額を18,000円とする。
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